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3.2 農地・農業水利施設等がネットワークの形成に果たす役割・留意事項 

 

 

 

 

 

【解 説】 

農地や用排水路､ため池などの農業水利施設等が、生物の生息・生育環境と移動経路として果た

す役割・留意事項は、以下のとおり。 

1. 農地 

農地や周辺の緑は、鳥類、昆虫類等の採餌、休息等の生物の生息・生育環境や移動経路に利用され

ている。また、水田は、浅い水深や緩やかな流速、暖かい水温、大型魚が進入しにくい形態などの特

徴があることから、小動物にとって安全で好ましい環境が形成されている。加えて、プランクトンの

発生により、稚魚の餌資源が豊富になるなど、魚類や両生類の産卵の場、仔稚魚や幼生の成育の場と

しても利用されている。 

畦畔や小溝が減少・消失したり、乾田化した場合、湿地環境等の生物の生息・生育環境が失われる

可能性がある。 

そのため、ほ場整備の際の残地等を利用して、魚類の産卵場や仔稚魚、幼生の生育の場、昆虫類の

繁殖の拠点として位置付けるなど工夫することが重要である。 

また、農地周辺の道水路は、周辺に生息する生物の移動経路を阻害する要因となる場合があるため、

移動経路の確保に配慮する必要がある。 

 

2. 水路 

水路は、魚類やカエル類の繁殖、成長等の生息環境として利用されている。魚類等の河川や水田等

への移動経路としても利用される。 

また、排水路は、通年で水路内に水が流れており、流れも比較的緩やかである場合が多いことから、

魚類や両生類等の生息環境を保全・形成するための対策を講じやすい。対策工法としては、水路内の

落差対策としての水路魚道注1）や魚類等の生息環境としてのワンドや魚巣ブロックの設置などが考え

られる。 

さらに、排水路と田面の落差による移動障害を解消し、水田を魚類の生息環境とするための水田魚

道注2）の設置が効果的である。 

 

 

 
 

 

 

 

注1) 「水路魚道」 

水路内の落差による移動障害を解消し、魚類等の移動経路を確保するための施設 

注2) 「水田魚道」 

排水路と水田の間の落差による移動障害を解消し、魚類等の移動経路を確保するための施設 

 

農地や農業水利施設等は、食料の生産基盤であるとともに、農村地域における生物の生息・

生育環境と移動経路として重要な役割を果たしている。さらに、周辺の樹林地や河川等と連 

続することで、生物のネットワークが形成される。 
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3. ため池 

ため池は、流れの速い場所に生息できないトンボ類、魚類、両生類等の繁殖、成長等のための生育

環境となっている。また、緩やかな水位変動等により抽水植物帯、沈水植物帯、浮葉植物帯等、水辺

移行帯（エコトーン）が形成され、周辺の水田や樹林地とも併せて多様な生物の生息・生育環境とな

るとともに、移動経路の拠点となっている。 

特に、緩傾斜の岸辺が有する移行帯は、水際の環境に生息する多様な生物の生息・生育環境及び水

域と陸域の両方を利用する生物の移動経路としての役割を有している。 

 

4. 水路や農道の法面における緑地や防風林 

水路や農道の法面における緑地や防風林等により形成される緑地帯（グリーンベルト）は、鳥類や

昆虫類等の生息環境として利用されるとともに、移動経路（エコロジカルコリドー）としての役割を

有するため、これらの保全について検討することが重要である。 

 

 

[農地・農業水利施設等と生物の生活史の関係（例）] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ため池 

・トンボ類、両生類、魚類の産卵、

生育 

・鳥類の休息、採餌 

・生物の移動環境の拠点 

■水路 

・水田や河川等への移動環境 

・魚類や両生類の産卵、生育 

■農地 

・魚類、昆虫類、両生類等の

繁殖、採餌、移動環境 

■緑地・防風林 

・鳥類、昆虫類、両生類等の多

様な生物の繁殖、採餌、休息、

移動環境 
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【参考資料】 

[ため池の特徴とネットワークとしての機能] 

ため池の特徴としては、止水域であること及び人為の攪乱があることが挙げられ、これにより、多様な生物の

ネットワークの拠点として機能している。 

①止水域

止水域を有するため池は、流れの速い場所に生息できないトンボ類や魚類、両生類等の産卵や幼生の生育環境

や水草の生育環境として利用される。 

②人為の攪乱

水深の浅いため池では、水際の状態と緩やかな水位変動により抽水植物帯、沈水植物帯、浮葉植物帯等、水辺

移行帯が形成され、生物の生息環境として利用されるとともに、農業用水の利用による水位の変動、定期的な堆

積物の除去等人為的な攪乱により、生物の多様性が確保され、富栄養化が抑えられる。 

③ネットワークの拠点

ため池は、周辺の水田や樹林地とも併せて多様な生物の生息・生育環境や移動経路となる等、ネットワークの

拠点として重要な施設となる。 

 

 

[ため池周りの生態系 いさわ南部地区（岩手県 奥州市）] 

②人為の攪乱により抽水植

物、浮葉植物、沈水植物が
生育、陸域への良好な移動

環境（エコトーン） 

①止水性のゲンゴロ
ウ等の生物が生息 

昆虫等の採餌のためツバ

メ、ヨシゴイ等が飛来 

クロイトトンボ 

キイトトンボ 

カワホネネクイハム

シ

抽水植物帯 

ゲンゴロウ 

ガムシ 

タイコウチ

等

水中（植物帯） 
池 底 

クロイトトンボ 

（幼虫） 

ドジョウ 

オオタニシ  等 

③トンボの幼虫はた

め池内で成長し、成虫
はため池を拠点とし、

周辺の草地や樹林地

を餌場や休息場とし
て利用 

湿性林（ハンノキ林) 

イチゴハムシ 

ミソハギハムシ 

ジンガサハムシ等 湿地・水辺(地表・草上) 

ヒメヒョウタンゴムシ 

ホソチビゴミムシ 等 

林 緑 

水 中 

モツゴ 

キンブナ 

ゲンゴロウブナ 

メダカ 等 

ツバメ 

ワラビ 

タラノキ 

ニガナ等 

堤 

カンガレイ 

サンカクイ 等 

抽水植物帯 ヒシ 

ヒルムシロ 

イヌタヌキモ 

浮葉・沈水植物帯 マコマ 

ガマフトイ 等 

抽水植物

帯

池 内 

ハンノキ 

ウメモドキ 等 

湿林帯 
アオミズ 

ミソハギ 

等

湿潤地 

トウキョウダルマガエル 

ツチガエル 

林縁 

イチゴハムシ 

ミソハギハムシ 

ジンガサハムシ等 

ヒヨドリ 
モズ 
オナガ 

ヨシゴイ 
ゴイサギ 
オオヨシキ
リ

カワセミ 

バン 

水中（植物帯） 

ヒクイナ 

オオルリボシヤンマ 
ギンヤンマ 
ショウジョウトンボ 

カルガモ 

ジュンサイハムシ
ヒシチビゾウムシ 

ヒシ葉上 

アメンボ 

ミズスマシ 

水 中 

（出典：平成11年度 いさわ南部農地整備事業 いさわ南部生態系保全調査検討業務 報告書改変） 
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3.3 環境配慮対策の進め方 

 

 

 

 

 

【解 説】 

1. 環境配慮対策の進め方

環境配慮対策の検討は、以下の手順で進める。 

① 地域の生物から注目すべき生物を選定し、その生物に関する現地調査等により、ネットワーク

の把握や事業による影響を予測（調査） 

② 農地・農業水利施設がネットワークの保全・形成に果たす役割を踏まえ、工種横断的に事業地

区全体の環境との調和に配慮した計画を作成（計画） 

③ 事業により整備を行う農地・農業水利施設等について、上記計画を具体的に設計に反映（設計） 

2. 地域住民等の参画による環境保全活動の取組

環境保全の取組が将来にわたり持続的に確保されるためには、住民が地域の環境を自らのものとし

て認識し行動することが重要である。 

このため、事業主体は、農家を含む地域住民、多面的機能支払制度の活動組織、市町村、土地改良

区、ＮＰＯ、有識者（学識経験者、研究機関の職員、環境に関する資格注１）を有する者、コンサルタ

ント等）などが参画する協議会などの仕組みを整備し、地域の環境の保全・形成について検討を行う

など地域が一体となった取組となるよう努めるものとする。 

また、事業主体は協議会の場などを通じ、環境配慮対策について有識者等の助言を得て、様々な意

見の調整を担うことが重要である。 

さらに、ワークショップや生きもの調査、動植物の引越しなど、様々な機会を通じて、地域の環境

についての認識や環境保全に意識の醸成を図り、事業完了後も継続的に地域が主体となった環境保全

の取組が展開されるようにすることが必要である。 

注1) 「環境に関する資格」 

環境に関する資格としては、環境に関する資格としては、技術士（公益社団法人 日本技術士会）、環境カウンセラ

ー（環境省）、ビオトープ管理士（公益財団法人 日本生態系協会）、生物分類技能検定（一般財団法人 自然環境研

究センター）等がある。 

（）内は、事務局。 

環境配慮対策の検討は、ネットワークの保全・形成を視点に置き、調査、計画、設計の各段

階を通じて行う。 

事業主体は、農家を含む地域住民、市町村、土地改良区、ＮＰＯ、有識者などが参画する仕

組みを整備し、地域の環境の保全・形成について検討を行うなど、地域が一体となった取組を進

めることが重要である。 
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【参考資料】 

[地域住民等の参画による環境保全の取組の流れ] 

調査計画段階 維持管理段階 

地域環境に関する認識の醸成 

（地域づくり講演会、ワークショップ

方式の地域点検、関係者共同の生

きもの調査等） 

共同作業等による環境保全活動への参画 

（動植物の引越し、住民参加型直営施

工による事業参加、関係者共同による

モニタリングの試行等） 

地域主体による活動の展開 

（地域が一体となった維持保全活

動やモニタリング等地域主体によ

る取組を定着） 

事業実施段階 

環境に関する協議会などを整備し、これを核として各段階において地域一体となった取組を促進 

調査から維持管理まで各段階の環境配慮を地域一体となって推進するために事業地区におい

て設置する。なお、下記の図にかかわらず、湧水池や樹林地等が自然環境のネットワークの保

全・形成に重要な役割を果たしている場合は、それらの関係者も参画することが望ましい。 

事業主体 農 家

地域が一体となった体制 

環境に関する協議会（例） 

地域住民有識者

市町村

土地改良区

 
ＮＰＯ 

都市住民 

河川等の管理者 
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活動内容 

ほ場整備に伴う生態系や景観への影響を事業実施主体と地域住民とで考える学

習会を実施 

活動内容 

【参考事例】 

[地域が一体となった取組例（その１）] 

～環境意識の向上を目指した諸活動～ 

（荒川南部地区（栃木県那須烏山市）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１段階 環境への関心を掘り起こす活動 

ワークショップの状況 

第２段階 地域資源に目を向けるための具体的活動 

（ワークショップとアンケートの併用） 

【留意点】 

・開催前にワークショップの内容を関係者に周知 

・参加者は、年齢層別（お年寄り、中年、小学生の３段

階）、男女均等７～８人/グループ 

・お年寄りには、昔の遊びやお祭り、魚取り等思い出の

場所を記録・発表 

・進行役は、事前に質問事項を整理 

・女性や子供達の意見を引き出すよう配慮 

・地域全体の意向把握のためのアンケート資料等に活用 

 

ワークショップ 

【留意点】 

・ワークショップの結果を基に作成 

・対象者は地域内住民全戸 

・回収率１００％を目指す 

・ワークショップ結果の図面も添付 

【アンケート項目】 

Q1 環境保全への考え方 

Q2 特に保全したいものは何？ 

Q3 保全の程度は？ 

Q4 保全方法について 

Q5 工事前の移植作業の労力奉仕について 

Q6 用地の増や費用負担について 

Q7 地域の環境を保全する組織は？ 

Q8 自然環境を活かした活性化対策について 

アンケート 

 

地区の概要 

 
一級河川那珂川水系荒川沿いに展開する区域面積約103haの地域

で、10～30a程度の小規模な水田が大部分を占めているため、担い手

農家に農地利用集積を図ることにより生産性の高い農業の実現を育

成することを目的としてほ場整備事業を実施している。 

地区の一部には、カエル類、トンボ・水生昆虫類等の貴重な生息

環境となっている谷地田があり生態系の保全活動を進めながら事業

を実施している。 
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体験学習の目的 

地域に住んでいる人たちは、改まって見たり確認したりする機会が少ない。 

その機会を作ることにより意識の向上を図る。 

 
活動内容 

１．ワークショップ開催時の宝物マップ作り 

・新たな発見（子供達だけが知っていたカブトムシの捕れるヤナギの木） 

 

２．動植物調査における地域住民参加 

・地元の親子はもとより、県内からも参加 

（ニホンアカガエルなどの農業水路内での 

越冬を確認：水路の重要性と工事前の移 

動・移植の必要性を確認） 

 

３．四季を通した生物等の観察会 

平成14年度に行った「自然環境調査結果」を 

基に「動植物観察暦」を作成 

平成15年度に「観察会」・「調査会」を実施 

（５月）春に咲く花の観察及び移植予定株の選定 

（６月）ゲンジボタルの生息地及び数の確認 

（７月）里山のトンボ及び蝶とため池の植物観察 

（９月）彼岸花・ナデシコ等の観察と移植予定株の選定 

（11月）工事前の動植物の移動・移植作業 

 

 

 

 

 

体験学習の効果 

各種体験を通して参加者の発言がより前向きになり参加者の層が拡大すると共に、お年寄りの協力が多くな

り、地域全体の関心度が高くなった 

 

事業を契機とした地域の環境保全への取組について、受益者を含む一般住民の理解を図るため、事業が環境との調和に

配慮していることを広く県民等に周知（説明責任） 

■ 地域住民の環境への価値観の向上 

■ ふるさとに対する思いをいかに引き出すか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３段階 体験学習による環境意識の質の向上を図る活動 

第４段階 地域内外に目を向けたＰＲ活動 

第５段階 生態系保全型水田整備計画への反映 

動植物観察会 

生きもの調査 

事業における環境への配慮の成功のポイントは… 

自然環境調査及びワークショップ、アンケート調査を踏まえ以下の計画が決定。 

谷地田１団地（約２ha）を生態系に配慮したほ場整備地域として位置付け 

・休耕田を生息地としている生物（絶滅危惧種等）の保全のため、消失する湿地の代償地を造成す

る。 

・用水路は、カエル等の移動障害をなくすべくパイプライン化を検討。 
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【参考事例】 

 [地域が一体となった取組例（その２）] 

～魚のゆりかご水田プロジェクト～ 

（滋賀県） 

 

 

 

内湖 水田

生息の場 産卵繁殖の場

琵琶湖

ニゴロブナ等は、水田も含む
琵琶湖の沿岸域で産卵し、稚
魚はある程度成長すると沖合
へ出ていく(友田,1978など)。

内湖 水田

生息の場 産卵繁殖の場

琵琶湖

ニゴロブナ等は、水田も含む
琵琶湖の沿岸域で産卵し、稚
魚はある程度成長すると沖合
へ出ていく(友田,1978など)。

常時水位

１６センチまで
は
ヨシ帯で生育

産卵の
ため４月
～７月接
岸

産卵　生
育

ニゴロブナ等は、水田も含
む
琵琶湖の沿岸域で産卵し、
稚
魚はある程度成長すると沖

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・湖辺、特に水田はフナ、コイ、ナマズ等の魚類の重要な産卵繁殖場所であったが、低湿で浸水被害など農作

業などに不利な地域でもあった。 

 

・昭和20～40年代の内湖干拓、 

また、琵琶湖総合開発やほ場整 

備事業などにより農業生産性の 

向上や食料増産が達成された。 

 

・一方で乾田化による水路と水 

田の落差のため水田の産卵繁殖 

機能が喪失した。 

①琵琶湖から水田まで魚類が遡上し産卵繁殖していた、かつての湖辺域の生態系機能の回復 

②住民参加により地域ぐるみの湖辺農村地域の環境保全を推進し農村地域を活性化 

「魚のゆりかご水田プロジェクト」の目的 

プロジェクトの背景（湖辺の田園環境の変遷） 

 

地域の環境に対する認識を醸成するため、「排水路堰上げ式水田魚道」の実証試験の実施 

  [特 徴] 

 ①通常の営農に支障なく、                  

  堰板で簡単かつ安全に 

  水位をコントロール 

 ②田植え後～中干し期間、 

  排水路と水田との水面 

差を10cm以内に維持 

 ③間伐材を利用し、資源 

循環が図れ住民参加で 

施工可能 

地域が一体となった取組（実証試験の実施） 

～事業主体が積極的に関与する段階～ 

水路と水田との接続部 

排水路堰上げ式水田魚道 

（出典：滋賀県 2000年 マザーレイク21計画） 

排水路堰上げ式水田魚道断面図 
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内湖 水田

生息の場 産卵繁殖の場

琵琶湖

ニゴロブナ等は、水田も含む
琵琶湖の沿岸域で産卵し、稚
魚はある程度成長すると沖合
へ出ていく(友田,1978など)。

内湖 水田

生息の場 産卵繁殖の場

琵琶湖

ニゴロブナ等は、水田も含む
琵琶湖の沿岸域で産卵し、稚
魚はある程度成長すると沖合
へ出ていく(友田,1978など)。

常時水位

１６ミリまでは

ヨシ帯で生育

産卵のた

め４月～７

月接岸

産卵　生育

ニゴロブナ等は、水田も含む

琵琶湖の沿岸域で産卵し、稚

魚はある程度成長すると沖合

へ出ていく。

（単位cm） 
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 「排水路堰上げ式水田魚道」により水路と水田を連続させたことにより、中干し時には、 

・フナ類（ニゴロブナ、ギンブナ）、コイ、タモロコ、ナマズ、ドジョウの各稚魚が水田から流下。 

・フナ類は、水田５枚から約75,000尾が流下。 

実証試験の結果 

 

地域が一体となって排水路堰上げ式水田魚道の整備や維持管理、環境学習、都市農村交流等

の取組、減農薬・減化学肥料等の環境に配慮した営農の取組を併せて実施 

 みずす
まし推進
協議会

県・
市町村

消費者
都市住民

森林組合

漁協
漁業者

農協

企業

ＮＰＯ

学校

取組主体
土地改良区
集落自治会
集落営農組織
農業者

みずす
まし推進
協議会

県・
市町村

消費者
都市住民

森林組合

漁協
漁業者

農協

企業

ＮＰＯ

学校

取組主体
土地改良区
集落自治会
集落営農組織
農業者

 

 

地域が一体となった取組の展開[今後] 

～地域が主体的に活動を行う段階～ 

 

魚のゆりかご水田により今後期待される効果 

[直接効果] 

・魚類の繁殖の場としての水田の復活 

・排水路自体の魚類育成機能の向上 

・水田からの濁水流出抑制と用水の節減効果 

[間接効果] 

・農家や地域住民の環境意識の向上 

・環境こだわり農産物の作付け意欲の向上 

・魚のゆりかご水田米による付加価値の向上 

・田んぼの学校による教育の場の提供 

 

 

 

魚のゆりかご水田米に

よるブランド化 

小学生による稚魚の引越 

施設の機能の確認とともに驚異的な水田の 

魚類繁殖能力の高さを確認 

ニゴロブナの稚魚 

 

ブランド化 

ナマズの遡上 

 

ブランド化 

自然とともに輝く湖辺の農村地域モデルの創造 




